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Abstract Objectives: In this cross-sectional study, we examined the prevalence of the homebound 
among community-dwelling elderly people who were independent in daily living and similarity in the cri-
teria of three measurement scales of homebound. 

   Methods: Of all residents aged 65 and older residing in Kishimoto town, Tottori Prefecture (n=1,383), 
1,316 (95.2%) who were living at home participated in a baseline survey in October 2001. All the subjects 
were independent in daily living. They were asked to fill out a questionnaire, which was delivered to them 
by a member of a public committee. We examined the prevalence of the homebound using three measure-
ment scales (capability of leaving the house independently, frequency of going outdoors, and place of daily 
activities) with the chi-square test.
   Results: The prevalences of the homebound were 4.2% for the capability of leaving the house inde-

pendently, 26.8% for the frequency of going outdoors, and 8.4% for the place of daily activities. The signif-
icant factors for the homebound were age and gender. Differences in prevalence were noted by judging the 
three measurement scales. In typical farming villages, the prevalence of the homebound going outdoors less 
than once a week was higher than that in other areas. The criteria of the three measurement scales for the 
homebound were not similar (Cohen's Kappa=0.13, 0.12, 0.27). 

   Conclusions: We considered that using three measurement scales together in the study of the preva-
lence of the homebound is practical. The monitoring of the rate of mortality and disabilities associated with 
being homebound should be continued.
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         は じ め に

厚生労働省によると,我 が国の要介護高齢者数は,今

後ますます増加 し,2010年 には虚弱高齢者が190万 人に,

寝たき り高齢者は170万 人に達す ると試算されている

(1)。特に平成12年 の介護保険導入後,当 初の試算を大

幅に上回るペースでの給付費の上昇 による財政悪化は,

厚生行政の最重要課題となっている。そこで,厚 生労働

省は介護予防の取 り組みに焦点をあて,寝 たきり予防の

観点から 「閉 じこもり」に注 目し,平 成12年 に 「閉じこ

もり予防」を 「介護予防 ・生活支援事業」の一つ として

位置づけた(2)。

 このことから,現 在,全 国の市町村において,社 会的

孤立感の解消,要 介護状態の予防を 目指し,閉 じこもり

受 付2005年2月4日,受 理2005年9月7日

Reprint requests to: Yukiko HARAGUCHI 
Faculty of Medicine, Tottori University, 86 Nishimachi, Yonago 683-
0826, Japan 
TEL: +81(859)38-6337, FAX: +81(859)38-6330 
E-mail: yuha@grape.med.tottori-u.ac.jp

〔44〕



日衛 誌(Jpn.J.Hyg.)第61巻 第1号2006年1月

予防事業が展開されている。しかし,現 段階では,閉 じ

こもり状態にある地域高齢者を適切に把握する手段や,

閉じこもり状態にある高齢者に対する効果的な介入方法

については,十 分な根拠をもって示 されていない。 まず

は,閉 じこもり状態の要因,予 後に対するリスクなどの

基礎資料を積み上げることが急務である。

1980年 代初期に,竹 内(3,4)が 「寝たきり」の発生原

因として,高 齢者の身体的 ・心理的 ・社会的環境要因の

3つ が関与するとい う誘発因子から始まり悪循環を生 じ

ていく全体のプロセスとしての 「閉 じこもり症候群」 と

い う考え方を提唱して久 しい。その後の地域高齢者の「閉

じこもり」を扱った研究の中で,そ の定義は,「外に出な

い状態 として捉えているもの(5-8)」 や,「外出できる状

態でありながら,外 出していない状況(9,10)」,「 心理 ・

社会的な関係性 まで含めた捉え方を してい るもの(11-

14)」 など,個 々に異なっているのが現状である。

米国 では,Homebound(閉 じ こも りと同義語)が メデ ィ

ケアの適用 となったが,概 念が整理 され てい ないこ とが

課題であ った。そのため,Gilbertら が,Homeboundの 定

義や 診断 基準 を確立 す るため,操 作 上 の定義 の検討 を

行 ってい る(15)。 そ の後の研究において も,定 義の違い

に よ り,閉 じこも りの出現頻度が2.7%(16)か ら61.0%

(17)と 幅 広い ことが指摘 され,1990年 代 初頭,定 義の確

立 の必要性 について,盛 んに議論 されていた(17-20)。 し

か し,未 だ に十分に明 らかにされない ままであ り,定 義

す ることが難 し く,さ まざまな意味内容を包含 した概念

であ ることが伺え る。

そ こで,我 々は,閉 じこも りの定 義 と閉 じこも りと死

亡や要 介護 状態発生 との関連性 を検討 す るために,鳥 取

県 のあ る町 のすべ ての65歳 以上 でかつ要 介護状態 にな

い高齢者 を対象に した コホー ト研究 を実施 している。横

山(21)ら は,閉 じこもり研究 のアプ ローチには,大 きく

分 けて,「 閉 じこも り」を 「家に閉 じこもってい る状態」

と広 く定義 し,そ こか ら 「閉 じこも り症候群」 をみつ け

てい く方法 と,「閉 じこも り症候群」といわれ る状況 を身

体的 な側面や心理 的な側面 な どから狭 く定義 し,そ の集

団 を抽 出 して特徴 を探 ってい く方法 の2つ がある として

い る。本研究 は,ど ち らか といえば,前 者 のアプ ローチ

に近 く,「閉 じこも り」を廃用性 メカニズムを介 し寝た き

りに移 行す る前 段階 として,「 家 に閉 じこも ってい る状

態」 と操作上広 く定義 し,リ スクの高い閉 じこも りの集

団を特定 してい くものである。 また,そ のよ うに定義 し

た場合 の 「閉 じこも り」 の指標 として,既 存 の総合的移

動能 力(22),外 出頻度(23-25),生 活 行 動範 囲(23,25)

の3つ の測定尺度 を用い てい る。

本論文では,ベ ースライン調査を用いて,上 記の3つ

の測定尺度により,地 域在住の生活自立高齢者における

「閉 じこもり」の状態像を検討した。具体的に,出 現頻度

と基本的属性 との関連,3指 標間の相関 と一致度を明ら

かにし,「閉 じこもり」を横断的に記述することを目的と

して実施した。

対象 と方法

我々は,2001年 より,要 介護認定者を除 く,65歳 以上

の鳥取県岸本町在住の全高齢者を対象にコホー ト研究を

実施している。本論文では,ベ ースライン調査時の1,387

人を分析対象 とした。

同町は,秀峰大山のふ もとに位置 し,総面積39.09km2,

人 口7,439人,2,071世 帯,65歳 以上人 口1,636人,高

齢化率22%,要 介護認定者249人 の町である(2001年9

月1日 時点)。また,町 内には,自 然が多 く残る旧来の農

村地域,リ ゾー ト開発された地域,隣 接した地方都市の

ベッドタウンとして分譲宅地化されたニュータウンを含

む地域などが混在している。 このことから,人 口増加が

みられ,多 様な住民性をもつ特徴ある町である。

調査は,町 役場福祉保健担当課が主体 となり,2001年

9月21日 ～10月30日 に,自 記式(代 理回答可)ア ンケー

ト調査により実施した。調査票の配布 ・回収は,調 査員

(地区の民生委員,福 祉委員)に 委嘱 した。調査員に対

し,事 前説明会を実施 し,「町全体として介護予防の取組

みと評価の必要性があること」,「記名により,個 別ケー

スへの危機介入が可能 とな り,参 加者 メリットがあるこ

と」など,調 査の意義について理解を求めた。倫理的配

慮として,本 調査では対象者に対し,書 面により主旨説

明を行い,自 署による承諾を得た。個人情報の保護につ

いて,封 書で回収 し,得 られた個人データ,調 査票の管

理にあたってはオンライン上での管理はせず,当 該研究

者以外が扱わない等の外部流出の防止 のための注意を

払 った。なお,本 研究は鳥取大学倫理審査委員会の承認

を得て行った。

調査項 目は,高 齢者 の身体的 ・心理 的 ・社会 的環境要

因を包括す る内容 としたが,本 研究 で は,調 査項 目の う

ち,閉 じこも りの指標 としての3つ の測定尺度,総 合的

移動能力 と外出頻度,日 中主 に過 ごす場所(以 下,生 活

行動範囲 とす る)と 閉 じこも りの関連 項 目として,基 本

的属性は年齢,性 別,居 住地域 を取 り上 げ分析を行 った。

総合的移動能力については,総 合 的移動能 力指標(22)

の レベ ルの1か ら3に あた る3項 目で回答 を求めた。具

体的 に尋ねた設問項 目は,「 現在 のお体 の状態 について,

一 番近い ものは どれですか
。」とした。閉 じ こも りの判定

は,「1.自 転 車,車,バ ス,電 車を使 って,一 人 で外出

できる」,「2.家 庭 内お よび隣近所 で は,ほ ぼ不 自由な く

動 き,活 動 できるが,一 人では遠出 で きない」に該 当し,

ひ と りで外出可能 な者 を非閉 じこも りとし,「3.少 しは

動 ける(庭 先に出てみ る,小 鳥 の世話 を した り,簡 単な

縫い物な どをす るとい う程度)」 に該 当 し,一 人で外出が

不 自由な者 を閉 じこも りとした。

つ ぎに,外 出頻度(23-25)に つ い て,具 体 的に尋 ねた

設問項 目は,「 あなたは,ど の くらい の回数で外 出 しま

すか。 あては ま る番 号 に1つ だ け○ をつ け て くだ さい

(隣近所へ行 く,買 物,通 院 な ども含 み ます)。」 とした。

「1.週 に1回 以上 は外 出す る」,「2.月1-3回 は外 出す
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る」,「3.ほ とん ど,ま た は全 く外 出 しない」の3項 目で

回答 を求めた。そ して,閉 じこもり判定 として,「 週に1

回 以上」 を除 く者を閉 じこもりとした。

生 活行動 範囲(23,25)の 具 体 的に尋ね た設 問項 目は,

「あなた は,日 中,主 に どこで過 ごしますか。あては まる

番 号に1つ だけ○をつ けて くだ さい。」とし,「1.自 宅 の

外(敷 地 の外)で 過 ごす」,「2.家(自 宅),お よ び,庭

や畑 な ど敷地 内で過 ごす」,「3.ほ とん ど家(自 宅)の 中

だけで過 ごす」,「4.(食 事,ト イ レな どは除いて)ほ と

ん ど自分 の部屋 の中だ けで過 ごす」 の4項 目で回答を求

めた。閉 じこも り判定 として,「3.自 宅 内」と 「4.自 室

内」 をま とめて閉 じこも りとした。

対象地域 は,生 活 環境 の異 なった特性を持つ,大 きく

分 けて3つ の地域 か ら構 成 された町 であ る。そ こで,居

住地域 を3つ に分 け,旧 来の農村地域をA地 区,官 公庁

(役場,小 中学校,JRの 駅)の あ る町の中心部 をB地 区,

隣 接す る地方都市 のベ ッドタウンとして分譲 宅地化 され

た ニ ュー タ ウンを含 む地域 をC地 区 とした。

分析方法 としては,ま ず,性 ・年齢階級別にみた総合

的移動能力,外 出頻度生活行動範囲の分布状況をx2検

定,コ クラン ・アー ミテージ検定を用いて比較 した。つ

ぎに,3つ の閉 じこもりの指標の回答群別の基本属性(年

齢,性 別,居 住地域)の 特徴の比較を一元配置の分散分

析,x2検 定,Cramerの 連関係数により分析した。なお,

今回の分析では,居 住地域間の平均年齢,年 齢階級別構

成割合に有意差が存在 しなかったため,年 齢調整を行っ

てい ない。そ して最後に,先 行研究(8,23,25)を 参 考 に,

総 合的移動能 力,外 出頻度 と生活行動範 囲の閉 じこも り

の出現頻 度の差 をみ るた め,2指 標 ごとにク ロス表 を作

成 し,相 関(Spearmanの 順 位相関係 数)と 一致度(Cohen's

Kappa)の 検 討 を した。解析 はす べて,統 計 パ ッケー ジ

SPSS 11.5J for Windowsを 用 いて行 った。

結 果

1.分 析対象者 の特性

調査時 に入院 ・転 出に より不在 であ った者 が4人 お り,

これを除 く調査対象者1,383人 に対 して,1,316人 の 回

答 が得 られた(回 答率95.2%)。

た だ し,ベ ース ライ ン調査 でADL5項 目(歩 行,食 事,

排 泄,入 浴,更 衣)の うち,1つ で も要介助 と回答 した

者(29名)は,要 介護認定未申請の要介護状態 にある可

能性 が高 く,分 析か ら除外 した。 よって,そ れ らを除 く

1,287人 を解析 対象者 とした。その基本的 な特性 を表1に

示す。

性別 は男性 が517人,女 性 が726人 と全体 の6割 近 く

を女性 が占め,平 均年齢 は,男 性73.0±5.7歳,女 性74.1

±6.2歳 で あった。

年齢 階級別 では,65～69歳 で は若干男性 が多 く,そ

れ以降 の階級 での性差 はあま り見 られないが,85歳 以 上

となる と,女 性 が男性 に比べ,高 い割合 を示 した。居 住

地域 ご との対象者数 は,ニ ュー タウンを含むC地 区,町

表1 対象者の特性

注)A地 区:旧 来の農村地域,B地 区:官 公庁(役 場 ・小中学校 ・JR駅)の ある町の中心部,C地 区:隣 接する地方都市のベ ッドタウ
ンとして分譲宅地化されたニュータウンを含む地域
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図1 性 ・年齢階級別にみた総合的移動能力,外 出頻度,生 活行動範囲の分布状況.1)x2検 定,2)コ クラン ・アー ミテージ検定.
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の中心部 のB地 区,旧 来 の農 村地域 のA地 区 の順 に多

か った。

総合的移動能 力につ いては,全 体 の8割 が一人 で遠 出

可能 な状態 であ り,一 人 で近隣外 出可能 な状態 の者を加

え る と,全 体(男 女 計)で95.9%が 生 活 自立高 齢者 で

あっ た。一人 で遠 出可能 な者 の割合 が男性92.2%で あ る

のに対 し,女 性 は72.8%に と どまった。一方,一 人で近

隣 外 出可 能 な者 の割 合 は女 性 が男性 と比 べ4倍 近 く高

か った。

外 出頻度 では,週1回 以上 の非閉 じ こもりの割 合が全

体 で73.2%で あ った。総合的移動能力 と同様,性 差がみ

られ,男 性 の81.0%が 週1回 以上外 出 してい ると回答 し

てい るのに対 し,女 性は67.6%に と どまった。

生活行動範囲では,自 宅及び庭 や畑 な どの敷地 内 と回

答 した者 が全体 の51.2%を 占 め た。 自宅 内 ・自室 内 と

い った屋 内で過 ごす者 で閉 じこも りの割合 は8.4%だ っ

た。また,敷 地外が男性53.7%に 対 し,女 性30.9%,敷

地 内が男性39.2%,女 性59.8%と 性 差がみ られ,敷 地外

と敷地 内で逆転 した比率 を示 した。

2.性 ・年齢階級別にみた総合的移動能力,外 出頻度,生

活行動範囲の分布状況

閉じこもりの指標 としての3つ の測定尺度の年齢階級

別の分布を図1に 示 した。

総合的移動能力,外 出頻度,生 活行動範囲 ともに,コ

クラン ・アー ミテージの検定により,年 齢階級が上がる

につれて,低 い水準へ移行する線形傾向がみられた。総

合的移動能力,外 出頻度では,女 性は男性に比べ,そ の

傾向がより顕著であった。

3つ の尺度いずれの回答分布でも,男 性 より女性が低

い水準にあ り,性 差がみられた。特に生活行動範囲につ

いては,65～69歳 の時点ですでにその傾向が顕著であっ

た。

3.総 合的移動能力の回答群別の特徴の比較

総合的移動能力の回答群別の特徴を表2に 示 した。

「一人で遠出可能」群に比べて,移 動能力が低下した群

では,有 意に高齢であ り(p<0.01),女 性の割合が高かっ

た(p<0.01)。 また,居 住地域による有意差はみられな

かった。

4.外 出頻度 の回答群別 の特 徴の比較

外 出頻度 の回答群別 の特徴 を表3に 示 した。

「週1回 以上」 の非閉 じこも り群 に比 べ,「 週に1回 未

満」 の閉 じこも り群 は,有 意 に高齢 であ り(p<0.01),

女 性 の割合が高か った(p<0.01)。 また,居 住地域で旧

来 の農村地域 であ るA地 区が他 の2地 区 に比べ て,有 意

に外出頻度 が低 か った(p<0.01)。

表2 総合的移動能力と基本的属性との関連

注)A地 区:旧 来の農村地域,B地 区:官 公庁(役 場 ・小中学校 ・JR駅)の ある町の中心部,C地 区:隣 接す る地方都市のベ ッドタウ
ンとして分譲宅地化されたニュータウンを含む地域

表3 外出頻度と基本的属性との関連

注)A地 区:旧 来の農村地域 ,B地 区:官 公庁(役 場 ・小中学校 ・JR駅)の ある町の中心部,C地 区:隣 接する地方都市のベッドタウ
ンとして分譲宅地化されたニュータウンを含む地域
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表4 生活行動範囲と基本的属性との関連

注)A地 区:旧 来の農村地域
,B地 区:官 公庁(役 場 ・小中学校 ・JR駅)の ある町の中心部,C地 区:隣 接する地方都市のベッドタウ

ンとして分譲宅地化されたニュータウンを含む地域

5.生 活行動範囲の回答群別の特徴の比較

生活行動範囲の回答群別の特徴を表4に 示 した。

敷地外か ら敷地内,屋 内 と生活行動範囲が狭まるほ

ど,有 意に高齢であり(p<0.01),女 性の割合が高かっ

た(p<0.01)。 また,居 住地域では,外 出頻度が最も少

なかった旧来の農村地域のA地 区の生活行動範囲が,2

地区に比べ,有 意にひろかった(p<0.01)。

6.総 合 的移動能 力 と外 出頻度 の関連 と一致 度

総合 的移 動能 力 と外 出頻度 との ク ロス表 を表5に 示

す。両指標 とも 「非閉 じこも り」は867人(72.3%),「 閉

じこも り」 は35人(2.9%)で あ った。Spearmanの 順 位

相 関係数rs=0.31(p<0.01)で,や や弱い正 の相関を認

めた が,Cohen's Kappa(κ)=0.13(p<0.01)で,両 指

標 の一致率 は低か った。

7.総 合的移動能力 と生活行動範囲の関連 と一致度

総合的移動能 力 と生活行動範 囲 との クロス表を表6に

示す。両指標 とも 「非 閉 じこもり」は1,083人(89.5%),

「閉 じこ も り」 は23人(1.9%)で あ った。Spearmanの

順 位相関係数rs=0.35(p<0.01)で,や や弱い正 の相関

を認めたが,Cohen's Kappa(κ)=0.27(p<0.01)で,両

指標 の一致率 は低 かった。

8.外 出頻度 と生活行動 範囲の関連 と一致度

外 出頻度 と生活 行動範 囲 との ク ロス表 を表7に 示 す。

両指標 とも 「非閉 じこも り」 は823人(69.0%),「 閉 じ

こも り」は48人(4.0%)で あ った。Spearmanの 順 位相

関係数rs=0.24(p<0.01)で,や や弱い正 の相関を認め

たが,Cohen's Kappa(κ)=0.12(p<0.01)で,両 指標

の一 致率は低か った。

考 察

本研究の特徴は,地 域在住の生活自立高齢者を対象と

して,総 合的移動能力,外 出頻度,生 活行動範囲の3つ

表5 総合的移動能力と外出頻度の比較

※Spearmanの 順 位 相 関 係 数(rs)=0.31(p<0.01)

Cohen's Kappa (κ)=0.13(p<0.01)

表6 総合的移動能力と生活行動範囲の比較

※Spearmanの 順 位 相 関 係 数(rs)=0.35(p<0.01)

Cohen's Kappa(κ)=0.27(p<0.01)

表7 外出頻度と生活行動範囲の比較

※Spearmanの 順 位 相 関 係 数(rs)=0.24(p<0.01)

Cohen's Kappa (κ)=0.12(p<0.01)

の閉じこもりの測定尺度を同時に調べた点にある。国内

でも,い ずれかを用いた研究はみられ るが,同 時に調査

された報告は数少ない。

本研究の対象者における閉じこもりの出現頻度を指標

別にみてみると,総 合的移動能力では,「外出不 自由(少

し動ける)」の割合が4.2%で あった。先行研究から,総

合的移動能力 「外出不自由(少 し動け る)」の出現頻度を

みると,愛 媛県重信町の調査(26)に おいて,1.2%,新
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潟県与板町の調査(8)で は,3.4%,そ れ以下が4.7%,

宮城県三本木町の調査(25)に おいて5.5%,そ れ以下が

0.6%で あった。またカテゴリーが近似したものでは,山

形県山形市の調査(5)で は,「少 しは動ける」,「それ以

下」を合わせて7.7%で あった。本調査の出現頻度4.2%

は,比 較する先行研究の分布の範囲内に位置 していた。

しかし,先 行研究 と対象年齢が異な り,こ れ らに要介護

者が含まれていることを考慮すると,単 純比較は困難で

あるが,生 活自立高齢者を対象 とした本調査の出現頻度

はわずかに高い値であるといえる。

つぎに,本 調査における外出頻度では,週1回 未満の

割合が26.8%で あった。先行研究から,外 出頻度 「週1

回未満」の出現頻度をみると,兵 庫県3市 町でされた調

査(27)で は16.3%,宮 城県三本木町の調査(25)に おい

て21.3%で あった。またカテゴリーが近似 した もので

は,新 潟県与板町の調査(8)で は週1回 以下が10.6%,

兵庫県五色町の調査(28)で は,週1回 以下が8.5%で

あった。本調査の出現頻度26.8%は,比 較する先行研究

の分布の範囲より高かった。先行研究は対象年齢が高 く,

要介護者が含まれていることと,本 研究の調査時期が10

月 と比較的外出制限が少ない時節であることを考慮する

と,本 研究の出現頻度はかなり高い値であるといえる。

また,本 調査における生活行動範囲では,屋 内で過ご

す割合が8.4%で あった。先行研究から,生 活行動範囲

「屋内で過 ごす」の出現頻度をみると,新 潟県与板町の調

査(8)で は27.1%,福 島県須賀川町 の調査(29)で は

13.1%,宮 城県三本木町の調査(25)に おいて46.3%で

あった。本調査の出現頻度8.4%は 比較する先行研究の

分布の範囲より低かった。これは,異 なった対象年齢と

要介護認定者 を除外 していることの影響 と推測できる

が,本 研究の出現頻度は幾分低い値であるといえる。

つぎに,性 ・年齢階級別に閉 じこもりの出現頻度をみ

ると,い ずれの尺度においても,加 齢に伴い,線 形に低

い水準に移行してい くことが明らか となった。加齢に伴

い閉 じこもりの頻度が上昇するとの先行研究(6,10)と

同様の結果であった。なかでも男性に比べ,女 性の総合

的移動能力と外出頻度におけるカイニ乗値は大きく,年

齢階級が上がるにつれて,著 しく低い水準に移行するこ

とが明らかになった。外出頻度における他の同様の調査

(8)と 比較 して,こ うした性差が顕著にみられたことは

特徴的であった。閉じこもりの出現頻度に性差を生じる

要因として,歩 行能力(7)な どの身体的要因が大きく関

与していると考えられ る。新開ら(26)は,男 性 と比較

し,女 性の歩行移動力が劣ることの要因として,変 形性

膝関節症や骨粗鬆症などの疾患の高い有病率によると結

論付けている。 また,本 研究の対象地域が,性 役割が比

較的明確な文化,社 会的背景を有する地域である可能性

や,男 性に比べ,女 性の自家用車を運転する割合の低さ

などの外出手段の違いなど社会的要因の影響も推察され

るが,本 研究では,明 らかにすることはできない。今後,

性別による閉じこもりの分布とその要因の違いを検証 し

てい くことが必要である。

さらに,3つ の尺度の回答群別の居住地域 との関連を

みてみると,外 出頻度と生活行動範囲において居住地域

間に有意に差異が認められた(p<0.01)。 外出頻度が3

地区中,最 も少ない頻度を示したA地 区の生活行動範囲

が最もひろかった。これら,閉 じこもり状態の測定尺度

間の回答に矛盾が生じ,整 合性がみ られなかった要因と

しては,自 記式アンケー トの限界 として,対 象者により

設問の解釈の違いが生じたことが想定される。今回,既

存の尺度を活用したが,本 研究の対象地域内に,設 問の

解釈や判断を左右する生活環境の違いが存在 し,結 果に

影響を与えたと推察できる。具体的に,A地 区では,他

地区と比較 し,農 地の保有率が高 く,敷 地面積が広いた

め,外 出とい う概念の捉え方に違いが生 じ,畑 で仕事を

す ることを外出と捉えていないと考えられ る。加えて,

調査時期が10月 と農繁期であり,農業従事者の生活行動

範囲は影響を受けた可能性 も考慮 しなければならないで

あろ う。阿彦(23)の 対象地区では,明 確な 目的(用 事)

があって外へ出かける場合だけを 「外出」 と考えている

高齢者の存在を指摘 している。本結果から,地 域在住の

生活 自立高齢者に対す る閉じこもり状態の測定尺度 とし

て,外 出頻度 と生活行動範囲は,居 住地域による特性を

示す尺度であり,総 合的移動能力は,生 活環境の影響を

受けにくい尺度である可能性があるといえる。

本研究の目的は,閉 じこもりの測定尺度の開発や信頼

性,妥 当性を検討することを主眼 としていないため,閉

じこもり指標 としての尺度の意義について述べることは

できない。阿彦(23)は,外 出頻度 と生活行動範囲の応答

に違いがあった ことから,「外出」の概念に関するモデル

地区高齢者の伝統的な考え方が影響 した可能性を示唆し

ている。渡辺 ら(32)も,外 出頻度における非閉 じこもり

群か ら要介護移行がみられることを勘案し,自 立生活の

在宅高齢者層の特性を考慮した場合,外 出頻度や行動範

囲および心理状況などを組み合わせた ような指標開発の

必要性について言及している。わが国の先行研究におい

て、地域高齢者を対象とした,閉 じこもり状態像の構成

概念がい くつか存在することから、広 く状態像を拾い出

すことで,よ り早期の予防的支援が可能となると考える。

よって,本 調査において,地 域差が生 じた理由を明らか

にすることはできないが,今 後の縦断研究で他の関連要

因をみてい くことで解明し,測 定尺度の利用可能性につ

いて検討する必要性が示唆される。

そこで,今 回は3指 標の一致度(類 似度)を 検討する

ために,2指 標からみた閉 じこもりの出現頻度の差をみ

る3つ のクロス表を作成した。いずれのクロス表も,両

指標で非閉じこもりと判定された者が全体の7～8割 を

占めていた。今回の対象者は,生 活自立高齢者 に限定さ

れていたため,当 然の結果 といえるかもしれない。総合

的移動能力と外出頻度のクロス表からは,宮 城県三本木

町の同様の調査(25)に おける 「外出が可能であるが,外

出頻度が週に1回 未満の者」は16.4%で あ り,本 対象者
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のほ うが多 く存在 していた。 このタイプは,新 開 ら(6)

の 「外出 しよ うとしない(9.2%)」 タ イプ2の 閉 じこも

りに近似 してい る。また,安 村(24)は,こ の状態が長期

に継続 された場合を生活 スタイル としての「閉 じこも り」

とし,そ の存在 を推 測 してい る。一方,河 野 ・金川(13)

は,在 宅障害高齢者を対象 に,移 動能力が低 く行動範 囲

が屋内の者 を 「閉 じ込め られ」,移 動能力が あって行動範

囲が屋 内であ る者を 「閉 じこもり」 の2つ に類型化 して

い る。本調査 の生活 自立高齢者 では,総 合的移動能 力 と

生活行動範 囲の クロス表 より,「閉 じ込 め られ」に相 当す

る者 は23人(1.9%),「 閉 じこも り」 に相 当す る者 は76

人(6.3%)で あ った。 また,外 出頻 度 と生活 行動 範 囲

の クロス表 か らみ ると,外 出頻度が週 に1回 未満 としな

が ら,日 中屋 外で過 ごす者は,前 述 した 「外出」 の概念

の捉 え方 の違 いに よ り,閉 じこも りと判定 された対象者

が含 まれ ている可能 性があ るが,本 対象者のほ うが多 く

存在 していた。

本調査の結果か ら,閉 じこもり状態の指標 としての3

つの尺度間の相関は弱い傾向にあると推察された。この

ことは,要 介護者を除いた本調査対象者では,順 序尺度

の低い水準の回答が少ないことの影響によるものと考え

られる。さらに,一 致度の測定を行ったが,3つ の閉じ

こもり指標の一致度が低いことが確認された。 このこと

から,そ れぞれの指標が違 った角度から閉じこもりをみ

ている可能性があることが推察 された。先行研究では,

Gilbertら(15)が,外 出行動に関して,門 までの距離など

物理的環境による影響について述べてお り,鳩野ら(10)

も一人暮 らし高齢者 の閉じこもりの測定尺度 としては,

外出頻度より,生 活行動範囲が適 していると報告してい

る。しかし,そ の他の国内外の論文では,環 境要因によ

る外出の捉え方,概 念の違いについて,十 分に議論され

た報告は見当たらない。また,今 回の対象者で除外した

要介護状態にある者に対 しては,家 屋の構造(段 差,手

す りの有無,居 室の場所など)や,周 辺の物理的環境(交

通量が多い,敷 地周辺の勾配 など)に よ り,総 合的移

動能 力が大 き く影響 され るこ とが報 告 され てい る

(9,10,30)。 このことに関連 して,吉 田ら(31)は,公 共

交通機関等の外出手段の乏 しい中山間地において,同 居

の家族や隣近所の人に よる外出に対す る支援の有無も,

外出頻度を左右する重要な要因であるとしている。今後,

追跡してい く中で,各 指標の意義を確認する意味がある

といえる。芳賀(25)は,閉 じこもりを 「外出の頻度」で

捉え分析したが,今 後の方向として,閉 じこもりの概念

定義を再整理することの必要性を述べている。また,本

報は3指 標を並列的に用いて,閉 じこもりの分析を行 っ

たが,先 行研究(6)と 同様にいくつかの指標を組み合わ

せ,層 別化,類 型化していくことで,よ り閉じこもりの

特徴を浮き彫 りにすることが可能になると考える。

今回,地 域在住の生活自立高齢者を対象 として,閉 じ

こもりの3指 標を同時に用いて測定 した。各尺度の判定

基準により,閉 じこも りの出現頻度は総合的移動能力

4.2%,外 出頻度26.8%,生 活行動範囲8.4%と ばらつき

がみられた。加えて,相 関は弱い傾向があることが推察

されたが,3指 標の一致度はそれほど高 くないことが明

らかとなった。つまり,こ れらの各尺度は,閉 じこもり

状態のそれぞれ違 う側面を捉えている可能性が推察され

た。そのため,結 果の解釈については,閉 じこもりの概

念に応 じて,考慮 しなければならない。本研究は横断デー

タであ り,閉 じこもりの3指 標を用いて,地 域在住の生

活 自立高齢者の閉じこもりの出現頻度 と基本的属性 との

関連,3指 標間の一致度を明らかにすることに焦点をあ

てている。そのため,ど の指標による閉じこもり状態が,
一時的か永続的であるのか,ま た,そ の成因や要介護状

態,死 亡等の予後 との因果関係については言及すること

はできない。依然 として,閉 じこもりの成因についても

未だ不明な点が多 く,身 体的 ・心理的 ・社会的環境要因

(人的環境と物理的環境)等 が複合的に作用し合い,結 果

的に閉 じこもりとなるとされている(3,14,33)。

閉 じこもりの予後についても,閉 じこもりに至 る経過

や関連要因に関わ らず,閉 じこもり状態の継続が廃用性

による心身機能の低下をもた らす(5,13,32)と の報告が

あ り,つ まりタイプ如何に関わらず リスクがあるとの見

解が示されている。

以上より,ま ずは,要 介護状態や死亡をエンドポイン

トとして,各 指標による閉じこもりの予後を明らかにす

るとともに,非 閉 じこもり集団を追跡し,閉 じこもり状

態をエンドポイントとして,そ の複合的な要因を解明す

ることが,今 後の縦断的研究における課題である。その

うえで,今 後は,閉 じこもり状態そのものの リスクの大

きさに加えて,予 防的介入の必要性,さ らには,介 護予

防事業の有効性を検討していくことが求められている。

その結果,閉 じこもりの外的基準として,ど の測定尺度

を組み合わせ,適 応することが妥当であるかの検討を加

え,最 終的には閉じこもりの定義を確立することが可能

となると考える。

結 語

本研究は,閉 じこもりの3指 標を用いて,地 域在住の

生活 自立高齢者における 「閉じこもり」の出現頻度 と基

本的属性との関連,3指 標間の一致度を明らかにするこ

とを目的に横断調査を実施した。閉じこもりの出現頻度

は加齢に伴い高 くなること,ま た,男 性と比較 し,女 性

の出現頻度が有意に高いことが明らかになった。今回,3

指標の相関は弱い傾向にあ り,一 致度がそれほ ど高 くな

いことから,そ れぞれ違 った角度から閉じこもりをみて

いる可能性があることが推察された。今後,縦 断研究に

より,居 住地域の様 々な生活環境の影響を考慮 した,測

定尺度の意義や利用可能性の検討の必要性についての示

唆が得 られた。
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